
第３２号議案 

令和８年度長岡京市後期高齢者医療事業特別会計予算 

 令和８年度長岡京市後期高齢者医療事業特別会計予算は、次に定めるところ

による。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，９０２，８９１千円と

定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出

予算」による。 

令和８年２月２０日提出 

長岡京市長 中小路 健 吾 
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1 1,566,925

1 後期高齢者医療保険料 1,566,925

2 2

1 手数料 2

3 332,204

1 一般会計繰入金 332,204

4 1

1 繰越金 1

5 3,759

1 延滞金、加算金及び過料 50

2 償還金及び還付加算金 3,510

3 預金利子 1

4 雑入 198

1,902,891

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

項 金　　　　　額

 千円

款

後期高齢者医療保険料

使用料及び手数料

繰入金

繰越金

諸収入

歳　　入　　合　　計
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1 36,526

1 総務管理費 31,480

2 徴収費 5,046

2 1,862,850

1 後期高齢者医療広域連合納付金 1,862,850

3 3,511

1 償還金及び還付加算金 3,510

2 繰出金 1

4 4

1 予備費 4

1,902,891

金　　　　　額

 千円

款

歳　　出

項

総務費

後期高齢者医療広域連合納付金

諸支出金

予備費

歳　　出　　合　　計
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１　総　　括

（歳　　入）

1 後期高齢者医療保険料 1,566,925 1,492,692 74,233

2 使用料及び手数料 2 2 0

3 繰入金 332,204 316,329 15,875

4 繰越金 1 1 0

5 諸収入 3,759 2,259 1,500

1,902,891 1,811,283 91,608

 千円

歳　　入　　合　　計

 千円

歳入歳出予算事項別明細書

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較

 千円
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（歳　　出）

1 総務費 36,526 38,034 △1,508

2 後期高齢者医療広域連合納付金 1,862,850 1,771,234 91,616

3 諸支出金 3,511 2,011 1,500

4 予備費 4 4 0

1,902,891 1,811,283 91,608

本年度予算額

 千円

前年度予算額

 千円

歳　　出　　合　　計

款 比　　　　較

 千円
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国府支出金 地　方　債 そ　の　他

36,526 0

295,875 1,566,975

3,510 1

4

0 0 335,911 1,566,980

 千円  千円

本　　年　　度　　予　　算　　額　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　　　　　　　定　　　　　　　　財　　　　　　　　源

一　般　財　源

 千円  千円
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２　　歳    入

目 本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較

 千円  千円  千円

　１款　後期高齢者医療保険料

　１項　後期高齢者医療保険料

1 1,566,925 1,492,692 74,233後期高齢者医療保険料

計

　２款　使用料及び手数料

1,566,925 1,492,692 74,233

　１項　手数料

1 2 2 0督促手数料

計

　３款　繰入金

2 2 0

　１項　一般会計繰入金

1 262,572 249,903 12,669保険基盤安定制度繰入金

2 33,303 28,589 4,714広域連合事務費負担金繰入金

3 36,329 37,837 △1,508職員給与費・事務費繰入金

計

　４款　繰越金

332,204 316,329 15,875

　１項　繰越金

1 1 1 0繰越金
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 千円  千円

節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明

現年度分 1,563,2391 特別徴収保険料 816,805

普通徴収保険料 746,434

過年度分 3,6862 滞納繰越分 3,686

督促手数料 21 督促手数料 2

保険基盤安定 262,5721 保険基盤安定制度繰入金 262,572

制度繰入金

広域連合事務 33,3031 広域連合事務費負担金繰入金 33,303

費負担金繰入

金

36,3291 職員給与費・事務費繰入金 36,329職員給与費・

事務費繰入金

繰越金 11 前年度繰越金 1

後期高齢者医療事業特別会計
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前年度予算額 比　　　　較

 千円  千円  千円

　４款　繰越金

　１項　繰越金

1 1 0

目 本年度予算額

計

　５款　諸収入

　１項　延滞金、加算金及び過料

1 50 50 0延滞金

50 50 0計

　５款　諸収入

　２項　償還金及び還付加算金

1 3,500 2,000 1,500保険料還付金

2 10 10 0還付加算金

3,510 2,010 1,500計

　５款　諸収入

　３項　預金利子

1 1 1 0預金利子

1 1 0計

　５款　諸収入

　４項　雑入

1 198 198 0雑入

198 198 0計

後12



節

区　　分 金　　額
説　 　明

 千円  千円

延滞金 501 延滞金 50

保険料還付金 3,5001 保険料還付金 3,500

還付加算金 101 還付加算金 10

預金利子 11 預金利子 1

雑入 1981 雑入 1

後期高齢者医療広域連合連携強化事業補助金 197

後期高齢者医療事業特別会計
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 千円  千円

比　 　較

３　　歳  出

 千円  千円

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源
目 本年度予算額 前年度予算額

地　方　債 そ　の　他国府支出金

特　 　定　 　財　 　源

 千円 千円  千円

　１款　総務費

　１項　総務管理費

33,4761 一般管理費 31,480 △1,996 31,480

（財源内訳）　

職員給与費・事務費繰入金 31,480

△1,99631,480 33,476計 0 31,4800 0

　２項　徴収費

　１款　総務費

4,5581 徴収費 5,046 488 5,046

（財源内訳）　

職員給与費・事務費繰入金 4,849
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千円

区　　分
説　 　明

節

 千円

金　　額

896報酬1 242 社会保障制度の適正運用

　01 庶務管理事業 9,965
10,097給料2

896　会計年度任用職員報酬

7,887職員手当等3 5　普通旅費

6　特別旅費
3,531共済費4

80　消耗品費

11旅費8 8,783　通信運搬費

39　後期高齢者医療システム保守委託料
80需用費10

156　後期高齢者医療システム機器等借上料

8,783役務費11 990 職員人件費

　90 職員人件費 21,515
39委託料12

10,097　職員給料

156使用料及び賃13 468　扶養手当

借料 1,268　地域手当

175　通勤手当

1,280　時間外手当

4,276　期末勤勉手当

420　児童手当

3,490　共済組合

41　厚生会

572報酬1 242 社会保障制度の適正運用

　01 保険料徴収事業 5,046
846需用費10

572　会計年度任用職員報酬

3,628役務費11 15　消耗品費

後期高齢者医療事業特別会計
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 千円  千円

比　 　較

 千円  千円

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源
目 本年度予算額 前年度予算額

地　方　債 そ　の　他国府支出金

特　 　定　 　財　 　源

 千円 千円  千円

　１款　総務費

　２項　徴収費

後期高齢者医療広域連合連携強化事業 197

補助金

4885,046 4,558計 0 5,0460 0

　１項　後期高齢者医療広域連合納付金

　２款　後期高齢者医療広域連合納付金

1,771,2341 後期高齢者 1,862,850 91,616 295,875 1,566,975

医療広域連 （財源内訳）　

合納付金 保険基盤安定制度繰入金 262,572

広域連合事務費負担金繰入金 33,303

91,6161,862,850 1,771,234計 0 295,8750 1,566,975

　１項　償還金及び還付加算金

　３款　諸支出金

2,0101 保険料還付 3,510 1,500 3,510

金 （財源内訳）　

保険料還付金 3,500

還付加算金 10

1,5003,510 2,010計 0 3,5100 0

　２項　繰出金

　３款　諸支出金

11 一般会計繰 1 0 1

出金
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千円

区　　分
説　 　明

節

 千円

金　　額

831　印刷製本費

3,622　通信運搬費

6　手数料

1,862,850負担金・補助18 242 社会保障制度の適正運用

及び交付金 　01 後期高齢者医療負担金事業 1,862,850

33,303　後期高齢者医療広域連合事務費負担金

1,566,975　後期高齢者医療保険料等負担金

262,572　後期高齢者医療保険基盤安定制度負担金

3,510償還金・利子22 242 社会保障制度の適正運用

及び割引料 　01 保険料徴収事業 3,510

3,510　保険料償還金及び還付加算金

1繰出金27 242 社会保障制度の適正運用

　01 精算繰出金事業 1

後期高齢者医療事業特別会計
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 千円  千円

比　 　較

 千円  千円

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源
目 本年度予算額 前年度予算額

地　方　債 そ　の　他国府支出金

特　 　定　 　財　 　源

 千円 千円  千円

　３款　諸支出金

　２項　繰出金

01 1計 0 00 1

　１項　予備費

　４款　予備費

41 予備費 4 0 4

04 4計 0 00 4
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千円

区　　分
説　 　明

節

 千円

金　　額

1　一般会計繰出金

後期高齢者医療事業特別会計
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１　 一　般  職

（1） 総　　括
（単位：千円、人）

284

21,684

△ 37

期末勤勉

156

扶　　養

－

4,276

4,313

－

－

△ 336 0 －

住　　居

1,280

7,760

－

－

職
員
手
当
等
の
内
訳

区分

本年度

前年度

比較

－0

336 175

240

180 －

単身赴任

－

地　　域

退　　職 児　　童

－

区  分

本年度

－

6

(0)

420

312

－

543

468

前年度 1,123

1,468

比　 較 345
0

管 理 職

1,015

職員数

(0)

6

(0)
9,554

報  酬 職員手当等

10,097

共済費

－

－ 1,200

特殊勤務 時 間 外 夜間勤務

3,247

22,983

合  計

計給  料

通　　勤

1,184

1,268

127

18,437

※（　 　）内は、再任用職員数の外書きである。

19,452

175

－

－

80

給  与  費

7,887

備　考

会計年度任用
職員3人を含む

会計年度任用
職員3人を含む

1,299

7,760

3,531

給  与  費  明  細  書

－ 127

管理職員
特別勤務

計

－

84

7,887

後20



（2） 給料及び職員手当等の増減額の明細
（単位：千円、人、％）

区分 増減額 説　　明 備　　考

１
給与改定に伴う
増加分

382
給与改定の状況
前年度改定率　3.99%

２
昇給に伴う増加
分

162 平均昇給率　1.63%

３ その他の増減分 △ 1 職員の異動等によるもの

職員数の異動状況
本年度 3（うち常勤一般職職員3名）
前年度 3（うち常勤一般職職員3名）
増　 減 0

１
地域手当の増
減分

84
給与改定によるもの
職員の異動等によるもの

２
期末勤勉手当
の増減分

△ 37
給与改定によるもの
職員の異動等によるもの

３ その他の増減分 80 職員の異動等によるもの

職員
手当
等

127

増減事由別内訳

543給料
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（3） 給料及び職員手当等の状況

ア 職員1人当たりの給与

（単位：円）

一般行政職

平均給料月額 275,967

平均給与月額 321,583

平均年齢（歳） 30歳8月

平均給料月額 260,600

平均給与月額 311,098

平均年齢（歳） 29歳11月

※再任用職員を除く。

イ 初任給（令和8年4月1日）
（単位：円）

国の制度

一般行政職（一般職）

高 校 卒 206,700 200,300

大 学 卒 237,600 232,000

区　　分

令和8年1月1日現在

令和7年1月1日現在

区　　分 一般行政職
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ウ 級別職員数

（単位：人、％）

※その他の職種は除く。

※（　 　）内は、再任用職員数及び構成比の外書きである。

※構成比の欄は、級の区分ごとに端数処理をしているため計が合わないことがある。

（級別の基準となる職務）

区　分 7級 6級 5級 4級 3級 2級 1級

次　長 係　長 主　事 主　事

課　長 総括主査 技　師 技　師

100.0

－

－

1 33.3

（－） （－）

66.7

－

3

2

(－)

一般行政職 部　長 主　査課長補佐

1級

計
（－）

－

構成比

－

－

－

－

－

－

職員数

区　　分

令和8年1月1日現在

級

7級

6級

5級

4級

3級

2級

一般行政職
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エ 期末手当・勤勉手当
（単位：月）

オ 地域手当
（単位：％、人）

カ その他の手当

通勤手当

区分

扶養手当

14

住居手当

支給率

※（　　　）内は、再任用職員数の外書きである。

交通用具使用の場合、駐車場利
用の取り扱いや用具の種類による
距離区分に応じた額等が異なる。

―

―

国の制度

本年度

国の制度（支給率）

有
2.325 4.65

※（　　　）内は、再任用職員の支給率である。

4.60

(1.225)(1.225)

12

有
2.325 4.65

前年度
(1.20) (2.40)

2.325

(1.225)

有

区　　分
支給期別支給率 職制上の段階、

職務の級等によ
る加算措置

備考
6月 12月

支給率計

異なる

同じ

同じ

国の制度との異同

支給対象職員数

(－)

3

差異の内容

(2.45)

2.30

(1.20)

2.325

(1.225) (2.45)

2.30
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